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　経営学は管理論と企業論から構成されています。アメリカ経営学におい
ては管理論の発展が目覚ましく，財務管理論や人的資源管理論，マーケ
ティング（販売管理論），経営組織論などの管理の各論が大きく発展しまし
た。アメリカ経営学は，もともと問題解決の学としての特徴をもちますの
で，企業の実務において次々に起こる困難な問題の解決に努力が注がれ，
それが管理論の発展を促してきました。管理の各論は，効率的な利益の追
求を目的としていることから，これらの理論の発展は企業の競争力に大き
く寄与してきました。
　これに対して，企業論は大まかにいえば，企業と社会の関係のあり方に
関わる問題を扱うのが特徴です。より具体的には企業とステークホルダー
の関係を取り上げ，そのあり方について考えていきます。例えば，企業の
社会的責任や企業倫理，企業と環境，従業員，地域社会との関係などにつ
いての理論がこれに当たります。コーポレート・ガバナンス論は企業の権
力を社会的に制御することを問題とした学問ということもできます。そし
て，BOP ビジネスや，社会的企業，長寿企業，パーパス経営などは，特
に最近重視されるようになった領域であり，企業の社会的使命はどこにあ
るのかを問題としています。
　これらの学問は，管理論のように，今ある問題を解決することを目的と
するのではなく，企業の長期的存続（サステナビリティ）や社会における企
業の存在意義を考えていく学問です。とはいえ，社会的責任に反する企業
やコーポレート・ガバナンスに欠陥のある企業が一瞬のうちに破綻してい
く例が示すように，企業の存続にとって死活的に重要な事項に関わる学問
でもあります。
　企業の経営戦略も社会的責任やコーポレート・ガバナンスを踏まえたも
のでなければならないのはもちろんのこと，今日の企業は社会的責任や企
業倫理を企業の経営戦略の中核に位置づけるようになってきています。す
なわち，企業が社会的責任を果たすことが企業の利益確保にとって不可欠
であることを経営者自身も十分意識しており，社会の価値観もそのような
方向に変わってきています。
　2015年に国連は SDGs（持続可能な開発目標）の17の目標を提示し，全世
界で，そして学校や政府機関，国際機関などでこの17の目標達成に向けた
取組みが進められています。SDGs の目標達成において企業は特に大きな
役割を果たすことが求められています。そして，企業論はこれらの17の目

　i



標のほとんどと直接関係する学問です。企業は社会と共存するだけでな
く，社会から期待される役割に積極的に応えていかなければ持続的に成長
していくことはできません。
　管理論が製造部，販売部，人事部，財務・経理部などのように企業組織
の一部門の効率化を目的としているのに対して，企業論は企業全体を研究
対象としています。その意味で，中小企業論も企業論の領域に含まれま
す。日本の企業の99％以上を占める中小企業は，日本の経済にとってきわ
めて重要な位置を占めています。それにもかかわらず，近年，中小企業の
数は減少の一途を辿っています。特に，地方経済における中小企業の廃業
問題は地方経済を衰退させ，人口を流出させ，地方社会を消滅させかねな
い重大な問題となっています。日本は，国をあげて中小企業の育成に取り
組んでいますが，未だ大きな成果はみられず，中小企業の減少に歯止めは
かかっていません。
　中小企業の減少は，廃業する企業の数が新規開業する企業の数を上ま
わっていることによるものですが，新規開業する企業を増やすことができ
ればこの問題を解決することができます。特に革新的な技術をもつベン
チャー企業が次々に出現すれば，日本の技術水準の向上にも大きく貢献す
ることになります。アメリカでは GAFA にみられるように，ベンチャー
企業が数年のうちに世界的な大企業に成長する例が多くみられますが，日
本ではこのような例はわずかです。アメリカでは，ベンチャー企業をさま
ざまな側面から支援する制度（生態系と呼ばれている）が整っていますが，
日本にはこのような制度が未整備なままです。
　また，日本企業は海外企業に比べて生産性が低いことが大きな問題に
なっています。いつの間にか日本は，デジタル化後進国になってしまいま
した。今，日本が熱心に取り組んでいるのがデジタルトランスフォーメー
ション（DX）です。日本企業の DX の現状と展望についても考えていき
ます。
　本書を読んで，企業が現在どのような課題を抱え，また社会の中でどの
ように行動すべきなのかを考える手がかりをつかんでいただきたいと思い
ます。

　2023年12月

 編　者　

ii　


	扉
	はしがき
	目　　次
	Ⅰ　企業の種類と株式会社の発展
	　第 1 章　日本企業の諸形態／ １ 企業の経済形態と法律形態
	　　 ２ 企業形態展開の原理と歴史
	　　 ３ 会社法と会社法における会社の分類
	　　 ４ 日本の営利企業の形態
	　　 5 日本の非営利企業の形態
	　第 2 章　日本の公企業と公益事業／ １ 公企業の特徴と分類
	　　 ２ 公益事業の性質と公企業の役割
	　　 ３ 公益事業改革の背景とその手法
	　　 ４ 日本の公企業の分類
	　第 3 章　株式会社の大規模化と支配・統治変化／ １ 株式会社の発展と株式会社制度
	　　 ２ 所有の分散と経営機能の分化
	　　 ３ 大企業の企業支配
	　　 ４ 大企業の企業統治の変化
	　　 ５ 企業統治と企業の社会的責任
	Ⅱ　会社の機関とガバナンス
	　第 4 章　日本の最高経営組織と企業統治／ １ 監査役設置会社の機関構造
	　　 ２ 監査役会設置会社の企業統治における問題点と改革
	　　 ３ 指名委員会等設置会社と監査等委員会設置会社の機関構造
	　第 5 章　アメリカの最高経営組織と企業統治／ １ 最高経営組織と会社機関構造
	　　 ２ アメリカの株主総会
	　　 ３ コーポレート・ガバナンスのルール
	　　 ４ コーポレート・ガバナンスとステークホルダー
	　　 ５ 企業不祥事とコーポレート・ガバナンス
	　第 6 章　CGコードとSSコードによるガバナンス改革／ １ イギリスにはじまるCGコード
	　　 ２ 日本のCGコードとその効果
	　　 ３ 東証の市場区分変更と2021年CGコード改訂
	　　 ４ 日本のSSコードとその効果
	　　 ５ イギリスのCG改革の動向
	Ⅲ　企業の社会的責任
	　第 7 章　企業の社会的責任論の変遷／ １ 企業の社会的責任の考え方
	　　 ２ われわれを取り巻く社会的・環境的課題
	　　 ３ 企業の社会的責任に関する理論
	　　 ４ グローバルな社会的責任に関する動向
	　　 ５ 社会的責任の理論に関する近年の動向
	　第 8 章　企業倫理の理論と実践／ １ 企業倫理の役割と概念
	　　 ２ 企業倫理の制度化
	　　 ３ 企業倫理の実践：２つの戦略
	　　 ４ 企業倫理の実践事例
	　第 9 章　企業の環境問題への取り組み／ １ 企業の環境経営の発展
	　　 ２ 環境経営を実践するための方法
	　　 ３ 金融からの環境問題へのアプローチ
	　　 ４ サステナビリティ時代の環境経営
	　第10章　企業の「人権」問題への取り組み／ １ 「人」にかかわる企業の社会的責任
	　　 ２ 世界的に注目される人権デューデリジェンス
	　　 ３ 日本国内における人権問題と人事労務管理
	　　 ４ 課題先進国日本における企業の「人権」措置
	Ⅳ　企業の競争戦略と成長
	　第11章　企業の成長戦略／ １ 成長戦略の概要
	　　 ２ 成長戦略と企業成長
	　　 ３ 成長戦略と成長ベクトル
	　　 ４ 成長戦略と経営資源の分配
	　第12章　企業の競争戦略／ １ 競争戦略の概要／ ２ ポーターの競争戦略論
	　　 ３ ３つの基本戦略
	　　 ４ コトラーの競争地位戦略
	　第13章　企業のM&A戦略／ １ M&Aの意義
	　　 ２ M&Aの手法と形態
	　　 ３ 日本のM&Aの動向
	　　 ４ 日本のM&Aの事例
	　　 ５ M&Aの今後の課題
	Ⅴ　持続可能なビジネス
	　第14章　貧困問題とBOPビジネス／ １ 貧困問題：BOPビジネスが注目される背景
	　　 ２ BOPビジネスと貧困問題
	　　 ３ BOPビジネスの特徴
	　　 ４ BOPビジネスの成功条件
	　　 ５ 日本企業のBOPビジネスの現状と事例
	　第15章　社会的課題と社会的企業／ １ ステークホルダー資本主義
	　　 ２ 社会的企業の萌芽
	　　 ３ 社会的思考の潮流
	　　 ４ SDGsと企業の責任
	　　 ５ 社会と企業の未来像：Society5.0
	　第16章　日本の長寿企業／ １ サステナビリティ戦略と長寿企業
	　　 ２ 日本の長寿企業の特徴
	　　 ３ 日本の長寿企業の事例
	　　 ４ 日米の長寿企業の比較
	　　 ５ 日本の長寿企業の今後の課題
	　第17章　パーパス経営と経営理念／ １ 企業の存在意義
	　　 ２ 日本由来の経営理念：三方よし
	　　 ３ ネスレ（Nestlé）のパーパス経営
	　　 ４ Well―beingと経営理念
	　　 ５ コロナ禍とパーパス経営
	Ⅵ　中小・ベンチャー企業と新たなビジネスモデル
	　第18章　日本の中小企業の現状と課題／ １ 中小企業とは
	　　 ２ 日本経済の発展と中小企業
	　　 ３ 中小企業の事業継承の現状と課題
	　　 ４ 中小企業の経営形態と経営特質
	　　 ５ 中小企業の経営課題と解決策
	　第19章　ベンチャービジネスの現状と課題／ １ ベンチャービジネスの概念と現状
	　　 ２ 日本におけるベンチャービジネスの萌芽
	　　 ３ アメリカでのイノベーションとベンチャービジネス
	　　 ４ スタートアップ4.0
	　　 ５ フィンテックの成長
	　第20章　DXで変わる企業経営／ １ 新たなビジネスモデルとなるDX
	　　 ２ DXが注目される背景と目的
	　　 ３ DXの導入における政府の法制度政策と企業経営への影響について
	　　 ４ 企業におけるDXへの対応
	　　 ５ 今後のDX時代における企業経営の課題および変革と展望
	索　　　引
	執筆者紹介
	編著者紹介
	奥付
	広告



